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特車通行許可制度における取組みと今後の方向性

1

＜審査の迅速化＞

（１） 自動審査が可能となる電子データ
の整備による国による一括審査を
推進（H29.4～）

（２）審査内容の簡素化（H30.1～）

（３）関係機関への働きかけ
・自治体審査の迅速化（H30.5～）
地方整備局において自治体と
プロジェクトチームを立ち上げ、支援

・重複申請の防止（H30.3）
全日本トラック協会に対して、
重複申請の防止を要請

＜過積載対策＞

○荷主対策（H29.12～試行）

「入口重視（事前審査）」から、許可後の「ＩＣＴに
よる走行確認を重視（事後重視）」する枠組に転換

特車通行許可制度の今後のイメージ

○許可期間の延長、○電子データの収集の加速 等

＜審査の迅速化＞

＜過積載対策＞

○荷主対策（本格導入）

今後の方向性

当面の取組みこれまでの主な取組み



特車通行許可の審査日数の推移
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平均審査日数 許可件数 迅速化に向けた取組み

約34日

最大約56日

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度



迅速化に向けたこれまでの主な取組み

3

○ 年間の申請10件超の地方道8,000kmについて、国
による電子道路情報データの代行整備などにより
3年間（H29～H31）で集中整備

電子データの整備計画
H29：約3,000km
H30：約2,000km
H31：約3,000km

○ 自動審査に最低限必要な申請項目について、記載内容と許可基準との整合性を確認
することとし、その他の項目は記載の有無のみを確認する簡素化を実施（H30.1）

事前審査項目数：133項目→7項目

○ 地方整備局単位で都道府県などが参画するプロジェクトチームを設置し、審査や便覧収
録に活用可能なツールの提供などを実施（H30年度～）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高速自動車国道

一般国道

都道府県道

市町村道

100%

100%

84%

40 %

約9,500km

約56,000km

約76,000km

約15,000km

道路種別による道路構造の電子データ化の状況

整備率※

① 自動審査が可能となる電子データの整備

② 審査内容の簡素化

③ 関係機関への働きかけ

７１%

（H29年度末時点）
※特車申請があった延長のうち、電子データが整備されている延長の割合

残り
約14,000km

残り
約23,000km



迅速化に向けた当面の取組み
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○２０２０年までに平均審査日数を１０日程度にすることを目標とし、これまでの取組みに加え、
更なる取組みを実施

○ センシング技術を活用した道路構造の電子データの収集の加速
H31年度は、従来の申請件数10件超（約3,000km）の収集に加え、

年間申請５件超（約1万km）を前倒しで収集

電子データの収集の加速

※ この他、重要物流道路における国際海上コンテナ車（40ft背高）の特車通行許可を不要とする
措置を導入

車両搭載センシング装置
レーザー

許可期間の延長

○ 優良事業者に限定して、許可期間を現行の２年から４年に延長

＜申請件数の削減＞

重複申請防止の更なる徹底

○ 重複申請を防止するため、改めて業界団体へ要請

＜審査日数の短縮＞

申請書自動チェック機能の追加等

○ 申請システムにおいて、申請書に不備があれば、自動で差し戻しがなされる申請書
自動チェック機能を追加（H31.4）するとともに、自治体への協議のオンライン化等を進
める（H3１年度中）

効果（イメージ）

（件数）
１～２割減

（事務量）
４～５割減



許可期間の延長（案）

○ 許可期間のみを延長する更新申請において、不許可となることが極めて少ない実態も踏まえ、
優良な事業者を対象に許可の有効期間を２年から４年に延長

○ この結果、事業者における許可の申請の事務負担が軽減されるとともに、申請件数（総数）の
減少により許可事務の迅速化にも寄与

※ 超重量・超寸法の車両（例．セミトレーラ連結車の長さが17mを超えるものなど）の場合は、現行の１年から２年に延長

（現行）

２年

４年一定の条件を満たす優良事業者

＋２年

○許可期間の延長（イメージ）

（改定案）

○対象となる事業者（案）：以下の条件を全て満たす事業者

①過去２年※で特車通行許可違反に係る警告等なし （警告等を受けた事業者：約１割）
※今後、2年を超える期間で許可を受けた事業者は、当該期間が対象

②ＥＴＣ2.0車載器の装着・登録 （中型車以上のETC2.0利用率：約５割（利用台数ベース））

③Ｇマーク（安全性優良事業所）認定あり （事業者の約３割）

許可期間

許可期間

○スケジュール
H30年度中 通達の改正、システム改修
H31.4 運用開始

上記条件を全て満たせば、現行の許可期間に２年を追加した期間まで通行を認める
○現行の許可保有者への対応
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2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度以降

GNSS、レーザースキャナ、カメラなどの機器を搭載し、走行しながら
3次元の道路の形状・データを高精度で効率的に取得

電子データの整備計画

ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System(s)）

（汎地球測位航法衛星システム）
衛星を用いた測位システムの総称で、継続的な
位置取得により経路の把握が可能

センシング装置を搭載した車両GNSSイメージ

センシング装置による計測

レーザー

物体に照射したレーザ光の反射波により座標点
群データの取得が可能

IMU

カメラ

取得した画像により地物等を判別し、点群デー
タに地物情報を付加

カメラ画像点群座標データ

電子データの整備計画
○ 現在、約7割に留まっている地方道（都道府県

道・市町村道）の電子データ化を促進
○ 年間申請件数５件超の地方道について、車載

型センシング技術なども活用し、２０１９年度ま
でにデータ化を完了

5件超年間申請10件超
集中整備

前倒し
(約1万km)

地方道における電子データの整備率※

電
子

デ
ー

タ
の

整
備

率

２０１９年度までに５件超
を電子データ化

※特車申請があった延長のうち、電子データが整備されている延長の割合
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【参考】センシング技術を活用した電子データの収集

センシングデータを活用した電子道路情報データの整備

センシング装置による計測 3次元データの収集

電子道路

情報データ
（道路情報便覧）

自動審査システム

センシング装置を
搭載した車両

車両搭載センシング装置

○ センシング技術により、電子化が遅れている地方道等の情報を効率的に収集、自動審査システムへ収録し、
審査を迅速化

幅員

高さ

・ 今年度、各地方整備局毎に
センシング装置を１基導入し、
道路構造を計測

抽出

市道のアンダーパス部分

・ ３次元データを収集し、特車
通行審査に必要な幅員などを
抽出

市街地部の市道
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過積載車両の荷主対策

道路管理者

適正化事業実施機関
（各都道府県トラック協会）

特別巡回
（過労運転等違反※２情報を得た時）

【①基地取締時の荷主情報の聴取（直轄国道）】

【②特車申請時における荷主名の記載（直轄国道）】
定期巡回

荷 主トラック事業者 契約関係

※１ 青時箇所は、今回の試行に伴い、道路管理者による情報の取得又は自動車部局による情報の活用が強化されるプロセスである。
※２ 乗務時間等告示違反

＋

トラック事業者の巡回指導時
に荷主情報を聴取（全国で試行）

現地取締

警告・措置命令

荷主情報の聴取（任意）

任意聴取 荷主情報

荷主名を記載した特車申請

※優先的に特車許可審査
（概ね10日程度）

荷主情報の取得

自動車部局（自動車局・運輸局等）

H28年度実績：1,469件（直轄）

（運輸局等）

情報提供
（違反情報・荷主情報）

荷主情報

協力要請書の発出

・ 荷主の取引先であるトラック事業
者が法令違反を行ったことを通知

・ トラック事業者による違反の再発
防止を荷主に要請

違反通行時の荷主の確認要請 荷主の特定

過積載に加え過労運転等
違反にも関連がある共通
の荷主を確認した場合

違反通行が
認められた
場合

違反情報・
荷主情報の
提供

H29.12～

H30.1～
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過積載車両の荷主対策（今後のスケジュール）

年度 基地取締り時の荷主情報の聴取
（直轄国道等）

特車申請時における荷主名の記載
（直轄国道）

H29年度
12月12日～ 1月16日～2月28日

H30年度

① 試行開始
※ 全ての地方整備局等 ① 試行開始

※ 北海道開発局

② 地域拡大（10月29日～）
※ 全ての地方整備局等

③ 結果とりまとめ・検証
＜検証内容＞
・ 荷主名の記載状況
・ 荷主名を記載した事業者の過積載の有無
・ 事業者へのインセンティブ（優先的審査）の

妥当性 等

② 結果とりまとめ・検証
＜検証内容＞
・ 荷主名の聴取状況
・ 過積載の多い荷主の業種
・ 自動車部局での荷主情報の活用状況

③ 本格導入 ④ 試行継続

9



過積載車両の荷主対策

○ 過積載の荷主対策について、道路管理者による現地取締りや事業者への直接聴取等において、荷主情報
をより聴取できるようにするなど、荷主への要請につながる運用の改善を図ったうえで本格導入を図る。

○ また、許可申請書への荷主名の記載について、荷主名を記載した事業者では違反が確認されなかった一方、
荷主が固定されていない場合等の対応について検討が必要であることから、試行を継続し、改善案を検討
する。

■現地取締りでの違反者からの荷主名の聴取と
違反情報をもとにした荷主への要請等

10

現地取締で収集した違反情報 違反情報による状況確認・要請

違反台数 聴取した
荷主情報

特別巡回
（トラック協会）

荷主への要請
（運輸局等）

640台 28台
（4.4%） 3件 0件

要
因

荷主情報が得られなかった主な理由

○運転手が荷主名を知らない
○守秘義務がある
○会社に確認する必要がある

○過労運転等違反にも関連がある
場合に限定

○荷主の特定が困難

実績が少ない理由

対
応

○ 関係する業界団体や運送業団体へ周知 ○運用の改善
・過労運転等違反に限定しない
・巡回指導により得られた情報をもとに
荷主を特定するための運輸局等による
事業者への直接聴取

運用の改善を講じたうえで本格導入

■許可申請書への荷主名の記載

全申請
件数

荷主名記載
うち違反実績

94,269 61件
（0.07%） 0件

試行を継続
（荷主が固定していないことなど
への対応を検討）

荷主名の記載にあたっての主な課題

○荷主が固定していない
○荷主の了解に時間を要する
○インセンティブ（優先審査）について、現状の
対象（協議無のものに限る）ではメリットがない

など

（集計期間：H29.12.12～H30.9末）
集計期間：

H30.1.16～H30.2.28（北海道）
H30.10.29～H30.12.24（全国）

※過積載の多い荷主の業種や積荷については、
継続的に把握



○ 一定の重量・寸法（一般的制限値）を超える車両が道路を通行する場合、
トラック事業者は道路管理者に特車通行許可を受ける必要

○ 道路管理者は、道路と車両の物理的関係を審査し、道路の構造の保全及び
交通の危険の防止上、必要な条件を付して通行許可

高さ ３．８ｍ
※指定道路４．１ｍ

長さ １２ｍ
幅 ２．５ｍ

最小回転半径１２ｍ

総重量 ２０ｔ ※指定道路２５ｔ

（車両自重＋積載物重量＋乗員）軸重１０ｔ

輪荷重５ｔ輪荷重５ｔ

（隣り合う車軸の
軸の距離により）
２軸の軸重合計

１８ｔ～２０ｔ

特殊車両の範囲（イメージ）一般的制限値

重量

特車基準下限値

特車許可
基準

軽い

重い

※ 一般的制限値を一つでも超える車両は、道路管理者の
通行許可が必要 寸法小さい 大きい

＜許可必要＞

＜許可不要＞

＜通行不可＞

例：トラック

例：建設機械類

例：国際海上コンテナ車

例：ポールトレーラ

特殊車両

一般的
制限値

一般的
制限値

特車許可
基準

例：乗用車

（参考）特車通行許可制度の概要
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オンライン申請（９３％）
※紙申請の場合は職員入力

（参考）審査の実態

申請書類の作成（トラック事業者）

申請受付システム

自動審査システム

自治体審査
（人手）

決裁・許可書準備

許可

申請書の印刷

受理

不備の修正依頼
（TEL）

協議資料印刷
協議依頼（FAX）

協議回答（FAX）
結果入力

電子道路情報データ（道路情報便覧）

電子データが収録されて
いない場合（約７割）

オンライン申請を含む全て

○ 人手による確認作業が未だ大きなウエイトを占めている状況

確認（人手）

12



（参考）オンライン申請受付システムの機能（例）【経路自動検索機能】

４つの経路を提示可能

選択した条件の経路を表示
（太線）

＜経路自動探索機能で作成される経路＞ ※いずれも仮車両であるため、結果が変わる可能性がある。

① 大型車誘導区間を優先した経路：大型車誘導区間をできるだけ優先した経路
② 個別審査を回避した経路：個別審査（道路管理者間の協議）をできるだけ回避した経路
③ 個別審査及び夜間条件を回避した経路：
個別審査（道路管理者間の協議）や重量Ｄ条件（夜間通行）をできるだけ回避した経路

④ 距離が最短となる経路：最短経路（個別審査やＣ・Ｄの通行条件を含む可能性あり）

■オンライン申請受付システムにおける画面（例）

13



（参考）安全性優良事業所認定制度（Ｇマーク制度）

14

○ 目的
利用者（荷主）が安全性の高い運送事業者を

選定するための環境整備を図るため、運送事業
者の安全性を評価し、公表する制度

○ 開始時期
平成15年度

○ 認定機関
公益社団法人全日本トラック協会
（全国貨物自動車運送適正化事業実施機関）

○ 審査（評価）項目
・ 安全性に対する法令の遵守状況
・ 事故や違反の状況
・ 安全性に対する取組の積極性

○ 有効期間
2年（新規）、3年（初回更新）、4年（2回目以降更新）

○ 認定事業所数
25,343事業所（平成30年12月現在）
※ 全事業所数の30%

図．Gマークの認定手続き

申請資格
・事業開始後（運輸開始後）3年を経過していること、
・配置する事業用自動車の数が5両以上であること等

○ 評価項目

○ 認定要件
・ 評価点数の合計点が80点以上

① 安全性に対する
法令の遵守状況

・巡回指導結果
・運輸安全マネジメントの
取組状況

40点

② 事故や違反の状況 ・重大事故・行政処分の
状況 40点

③ 安全性に対する
取組の積極性

・安全対策会議の実施
・運転者への教育 20点

事業者による認定申請

全日本トラック協会の審査

安全性優良事業所の認定・公表


